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震災関連死における
インフルエンザ関連死の重大さ
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阪神大震災の後に避難所などで死亡した被災者を、
震災関連死と名付けた筆者が、

今回の新型インフルエンザ対策を通じて、
震災関連死の多くはインフルエンザ関連死である可能性を指摘する。
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1　
新型インフルは
驚きの連続であった

　新型インフルは 2009 年 5 月 5 日、成田空
港において帰国者で初めて発生、5 月 16 日
に神戸市で初の国内発生をみた。それから約
半年が経過し、11 月上旬にピークを迎えて
いる。
　当院は神戸市新型インフルエンザ対策協力
病院であり、発熱外来を 16 日午後 3 時に開
設1）した。5 月 31 日までに 158 人を診察2）

したが、インフル迅速 A 型陽性（季節性イ
ンフル）は 1 人だけであった。その後も本格
流行に向け準備を行ってきたが、当初の予想
に反して高齢者への感染は非常に少ないまま
推移している。
　当院は小児科がないため、インフル患者は
週に 10 人前後で経過しており、急増のきざ
しはない状況である。
　この間、「高齢者の感染がほとんどない」

現象以外にも、新型インフルの臨床像（表1）
が明らかとなってきた。同時に対策のミスマ
ッチも露呈してきたが、驚きと疑問の連続で
あった。
　インフルに対する事前知識は、鳥インフル
で想定された内容であるために、実際に流行
した新型インフルとは合致しないことが多か
ったからである。
　それだけでなく、インフルエンザ（とパン
デミック）について未解明の点が少なくない
ためと思われる。
　新型インフルに関する「驚き」の主なもの
を表 1 にまとめてみた。この中でも予想外の
上位 5 つをあげると、①神戸で初の国内発生、
②発生初期の車内マスク着用、③インフル死
者の 9 割はインフル関連死、④高齢者の感染
はかなり少ない、⑤インフルワクチン供給の
遅れ、である。
　この小文では、③インフル関連死について
解説する。また、今後の震災における避難所
運営についても述べたい。



表１　新型インフル対策と臨床像

注　インフル実像の①②の原因の一部に、中年から高齢者に免疫があることが関係していると思われる。
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2　
季節性インフルと
新型インフルの致死率

（1）新型インフル対策と臨床像（表1に示す）
（2）新型インフル感染は小児が中心で高齢

者はごく少ない
　2009 年 7 月 24 日までの全数調査8）におけ
る患者累計 4,986 人のうち、大半は 20 歳未
満で 66％、成人は 34％ だった。高齢になる

につれて発症は少なくなっており、60 代以
上は 1％ であった。
　その後 9 月に入り、小児（ことに 5 歳から
14 歳）で患者比率がさらに上昇している。
10 月 26 日～11 月 1 日の期間では、20 歳未
満は 84％ を占めた9）。5～9 歳が 29％、10～
14 歳が 32％、小中学生で 6 割以上。高齢者
は増える兆しはない。
　季節型インフルの年代別分布であるが、
2002～2003 年シーズンの全国 45 施設 2,855



表2　一般人口と季節型・新型インフル患者の年代別分布
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例10）でも若年者の比率が高く、高年齢にな
るにつれて少なくなっている。20 歳未満は
57％、成人は 43％ であった。
　次に 2008 年の人口構成と比較（表2）し
てみる。どの年代でも罹患率は同じと仮定す
ると、患者数は人口（比率）に比例する。各
年代で罹患率が同じ場合と比べて、季節型イ
ンフルでは 20 歳未満は約 3 倍罹患率が高い。
20 代はほぼ同じ。30 代以上は年齢が高くな
るにつれて罹患率は低くなっていく。高年齢
になるにつれてインフル感染の機会が増える
ので罹患率が下がるため、と考えられる。
　新型インフルは、一般人口と比べると 20
代以下で増加している。最も高いのは 10 代
で約 5 倍増えていた。30 代からは一気に低
下する。60 代以上では 0.04 倍であった。季
節型と比較すると、10 代は 1.7 倍、20 代は
1.6 倍増えていた。30 代を過ぎるとぐっと下が
る。60 代以上は 0.13 倍であった。新型インフル
も若年者が主体の感染であるが、季節型と比較
して 10 代、20 代の感染が多い点と、中年から
高年層の患者がさらに少ない点が特徴である。
　成人での患者が少ない理由だが、成人世代
のコミュニケーションの不足を指摘する向き

もあるが、発展途上国を含め世界的な傾向で
あるので、やはり 30 代以上には新型インフ
ルに免疫があると考えるのが妥当11）である。

（3）インフル死亡年1万人の 9割はインフ
ル関連死

　死亡診断書の原疾患にインフルエンザの記
載があるのは、年間で数 100 件、多い年でも
1,000 件程度12）（最近では 2001 年の 214 人～
2005 年の 1,818 人13））であるが、実態より遥
かに少ない数である。これは、高齢者などの
場合、きっかけはインフルであっても、衰弱
して最終的に持病（脳梗塞や心不全等）の悪
化で亡くなった場合は、死因にインフルエン
ザと記載されないからである。
 この問題を是正するために WHO は「超過
死亡」（excess death, excess mortality）とい
う概念を提唱している。冬季にインフルエン
ザの患者数と総死者数の増加が平行している
なら、各々の年の実際の死者数からインフル
流行がない場合の推計死者数を引き算した死
亡者数が、インフルエンザに関連した死亡者
数に相当すると考えるのである。もしワクチ
ンの有効率が 100％ なら、予防接種をしてい



図1　インフルエンザ超過死亡者数
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れば回避できたであろう死亡者数を意味する。
　ところで、国立感染症研究所の大日康史ら
の「パンデミック・シミュレーション／感染
症数理モデルの応用」は、超過死亡について
図で詳説している（図1）。それによると、
年に 3 万人以上から 0 人までばらつくが、平
均では 1 万人となるのである。このうち、死
亡診断書のインフルエンザ（インフル直接
死）は 1 割を占めるに過ぎない。つまり、そ
の 9 割は高齢者の「インフルエンザ関連
死14）」なのである。
　私は、インフルエンザでも関連死という概
念があることに感銘を受けたが、同時に「も
しかして」という疑念が湧き起こった。グラ
フをじっくり見てみたが、やはり、1994～
1995 年のグラフは突出していた。この年は
阪神大震災のあった年であるが、超過死亡は
2.7 万人であった！　神戸市の人口は全国の
1.2％ であるので、単純計算では、神戸市で
はインフルによる超過死亡は 324 人あったと
いうことになる。

（4）季節性インフル死亡者の年代別分布と
致死率

　2006 年の人口動態統計によると、インフ
ルを直接死因とする死者数は 865 人15）であ
った。うち 65 歳以上が 90％ を占めた。一方、
5 歳未満は 23 人（約 3％）であり、高齢者と
5 歳未満に偏った分布を示す（図2）。若年
～中年での死亡はまれである。
　患者数 1,000 万人、直接死者数が 1,000 人

（致死率は 0.01％）の条件で、2006 年のイン
フル直接死者 869 人を各年齢区分に比例配分
すると、年齢別の致死率を求めることができ
る。最も高いのは高齢者で 0.17％、次に高い
のは 50-64 歳で 0.0058％、0-4 歳は 0.0027％。
最も低いのは 5-49 歳で 0.0002％ である。高
齢者の罹患率は他の年代より低いが、罹ると
死亡率は高い（図3）。

（5）インフル致死率の構造
　季節性インフルは毎年平均 1,000 万人の患
者が発生すると言われている。まず人口動態

（パンデミック・シミュレーション p. 26 図「超過死亡者数」を改変）



図3　季節型インフルの年齢別の致死率

図2　季節性インフルを直接死因とする死亡数
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より推計する超過死亡で約 1 万人（致死率
0.1％）が亡くなる。このうち 90％（9,000 人）
は要介護高齢者等の「インフル関連死」であ
る。インフル直接死は約 1,000 人なので、直
接の致死率は 0.01％ となる。直接死の 90％

（900 人）は高齢者の肺炎等による死亡であ
るが、新型インフルは高齢者への感染がほと
んど起こっていないため、高齢層での死者が
少ない（60 歳以上で 18 人、37％）状況である。
若年から中年の死者が中心となっている（図
4）。
　2009 年 11 月 6 日、国立感染症研究所は 11
月 1 日までの 1 週間の新型インフルの定点患

者報告数は 33.28 人、推計累計患者数は 585
万人と報告16）した。11 月 4 日までの死者数
は 49 人であるので、致死率は 0.001％ と推
定される。
　普段の季節性インフルの直接致死率の 10
分の 1 であり、季節性インフルより軽いとい
うことになる。しかし高齢者の死者はあまり
出ていないので、致死率は 1 桁低く出ている。
一方、脳症は普段の季節性とは違い、5 歳以
上の小児で多く発生している。5 歳から 49
歳まではほとんど死者の出ない層であるが、
死亡が見られている。
　ところで米国ニューヨーク市公衆衛生局の



図4　インフル致死率の構造
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豚インフルエンザ研究チームは自国の致死率
について分析したが、医療機関を受診した患
者を分母にすると 0.048％、自覚症状のあっ
た人を分母にすると 0.007％ と報告した17）。
米国より日本の致死率が低いのは医療へのア
クセスが良いためである。

3　震災関連死とインフルの影響

（1）阪神大震災における震災関連死
　1995 年 1 月 17 日に阪神大震災が発生した。
阪神大震災は、日本が高齢社会になって初め
て経験した震災であるが、高齢者に被害が集
中した。直接死亡の 52.5％ が 60 歳以上であ
った。
　また、地震で怪我をしなくても、精神的ス
トレスと環境悪化により高齢者の健康状態が
悪化し、少なくない方が亡くなった。私はこ

の現象を、震災後関連死18）と名付けた（マ
スコミは震災関連死と呼んだ）。
　1996 年 1 月までに、神戸市は計 615 名（そ
の後 670 人となった）の災害弔慰金追加認定
を発表19）したが、60 歳以上は 89.6％ を占め
た。1 カ月以内の死亡が 62.3％ を占め、1 カ
月以上は 37.7％、3 カ月以上が 7.3％ であっ 
た。
　死亡主因別では、循環器系疾患が 37.9％

（心疾患 28.8％、脳疾患 9.1％）、呼吸器系疾
患が 35.0％（肺炎 26.2％、その他の呼吸器疾
患 8.8％）、消化器系疾患が 3.6％、血液造血
器疾患が 2.0％、自殺が 0.7％、既往症の悪化
が 21.0％ であった。
　肺炎が多かったのは、当時流行していたイ
ンフルエンザのためとする説もあったが、私
は避難所や地域の環境悪化が主と考えた。
　人口動態から神戸市の震災関連死亡数の推



表3　阪神大震災における神戸市の人口動態上の余分な死亡 

（注）激震 6 区、周辺 3 区、神戸市で別個に分析しているので、激震 6 区＋周辺 3 区の数は
神戸市のそれに一致しない。
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定を試みた。1995 年 1～3 月間の総死亡数
（7,691 人）から、外因死亡数（3,896 人）と
1990～1994 年 1～3 月 の 平 均 自 然 死 亡 数

（2,965 人）を引くと求める事ができるが 830
人であった。これを「余分な死亡」数と称す
ることにするが、平均自然死亡数に対して
28.0％ 増にあたる。
　過去 5 年間の統計解析によると、1990～
1994 年 1～3 月の自然死亡数の変動範囲（95
％ 信頼区間）は 2,714 人から 3,216 人である
ので、「余分な死亡」数の変動範囲は 542 人
から 1,118 人に分布した。少なくとも 542 人
以上の「余分な死亡」が認められた。
余分な死亡数＝

（95年 1～3月総死亡数）－（外因死亡数）
－（90～94年 1～3月平均自然死亡数）

　次に、被害が深刻だった海岸沿いの須磨区

から東灘区までの「激震 6 区」と、被害がや
や軽かった垂水区・西区・北区を「周辺 3
区」に分けて分析した（表3）。
　驚くべきは、激震 6 区より周辺 3 区のほう
が、余分な死亡数の平均自然死亡数に対する
比率が大きかった点である。これへの解釈と
しては、自宅が潰れなくても、虚弱高齢者は
精神的ストレスとライフライン途絶等による
不便な生活で容易に衰弱し、亡くなると考え
た。虚弱高齢者への早い保護により震災関連
死は減らすことが出来ると考えた。

（2）人口動態上の震災関連死の5割以上は
インフル関連死

　阪神大震災から 14 年と数カ月後に、新型
インフルエンザが世界を襲った。1994～1995
年のインフルエンザによる超過死亡は、1987



表4　激震 6区と周辺3区の高齢者数とインフル超過死亡数

表5　激震 6区と周辺3 区へのインフルと震災の影響
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年以降でみると、2 番目に大きな流行による
死亡数である。震災被害地も、この超過死亡
から逃れることはできない。むしろ震災後の
環境悪化と医療機関の機能低下により死亡が
増えたとみるべきである。
　1995 年の神戸市人口は 151 万人、日本の
人口は 12,546 万人であるので、神戸市の全
国に対する人口比率は 1.2％ である。高齢化
率（14.1％）は全国とほぼ同じである。
　日本全体のインフル超過死亡が 2.7 万人な
ら、神戸市では 324 人に相当する。インフル
死者の 90％ 以上は高齢者であるので、激震
6 区と周辺 3 区の高齢者数で配分する。各々
224 人、100 人となる（表4、5）。激震 6 区
の平均の余分な死亡数に対する比率は激震 6
区が 46％、周辺 3 区は 29％ となる。
　比較的被害が軽かった周辺 3 区では、イン
フルによる超過死亡は単純には 3 割程度しか
説明できない。超過死亡を増やす理由として
考えられるのは 2 つある。
① 1995 年 1 月当時の神戸市の特養定員数は
1,450 人であるが、うち 1,200 人は郊外の北
区・西区（83％）にあった20）。特養の年間死

亡数は約 1 割（50 人定員で年 5 人の死亡）
とされるが、1995 年の 1～3 月にインフル＋
震災の混乱（市街地の要介護高齢者の緊急シ
ョートステイ受入）の中で、集中して入居者
が亡くなったのかもしれない。仮に、全入居
者の 5％ がこの期間に死亡されたとするなら、
60 人の超過死亡と計算できる。
②当時、周辺 3 区では激震 6 区の医療機能低
下に対しバックアップとして通常以上の医療
機能が求められていたが、相対的に周辺 3 区
の高齢者の医療アクセスが低下していたのだ
ろうか？ 真相は分からない。
　激震 6 区は、インフル以外の震災の影響は
約 5 割ということになるが、周辺 3 区の状況
を見ると、震災よりもインフルの方が余分な
死亡に影響を与えていた可能性があると思わ
れる。

（3）阪神大震災と中越地震における災害弔
慰金追加認定へのインフルの影響

　中越地震（2004 年 10 月 23 日発生）の関
連死者は、循環器疾患が主であり、呼吸器疾
患はほとんどなかった。2004 年 11 月 11 日



図5　インフル流行と阪神大震災・中越地震
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までに集計された 24 人でみると、心疾患が
全体の 56％、肺塞栓を加えると 66％ に及ん
だ。脳卒中 17％ を加えると循環器疾患（心
＋脳）は 83％ を占めた21）。呼吸不全は 1 人

（4％）であった。
　中越は初冬であり、インフルの流行は見ら
れなかった。阪神大震災はインフル流行期に
一致していた。呼吸器系疾患が 35.0％（肺炎
26.2％、その他の呼吸器疾患 8.8％）であっ
たが、その大半はインフルエンザによる可能
性が高い。その他の疾患死亡（循環器系疾患
37.9％、既往症の悪化 21.0％ 等）でも、イン
フルも誘因となって発症した人が少なくない
と考えられる。
　阪神大震災では、災害弔慰金追加認定の 1
カ月以内の死亡が 62.3％ を占めたが、1 カ月
以上は 37.7％、3 カ月以上が 7.3％ であった。
中越地震では 1 週間以内が 92％ を占めた（図
5）。両地震には規模の違いがあるが、阪神
で被害が長期化したのは、インフルの影響が

少なくないと考えられる。
　冬季の震災後の健康被害は、インフル流行
期に一致しているかどうかに依存している。
1994～1995 年の大流行でなくても、避難所
は感染を拡大しやすい環境にある。冬季の避
難所における健康管理は、インフル感染対策
が優先されるべきである。

4　避難生活への対策

　避難所における集団生活は、被災直後なら
まだ耐えられるが、時間が経つにつれてスト
レスが増していく。また、インフルなどの感
染症が伝搬しやすい環境でもある。
　避難所対策の根本は「いかに早く避難所を
終了させるか」であろう。①ライフラインの
早期復旧、②早く自宅に戻る（自宅の片付け
ボランテイアの役割は大きい）、③仮設住宅
の早期建設、が求められる。
　しかし、自宅へ戻るないし仮設住宅入居ま



図6　咳エチケット
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では、避難所などでの避難生活を送らざるを
得ない。

（1）避難生活支援の目標
　避難生活支援の目標は、①死亡や発病（持
病の悪化含む）を減らす、②できるだけ安楽
な生活（QOL）を送る、③高齢者では廃用
症候群を減らす（早期より在宅介護サービス
を再開し、利用していただく）、④自宅復帰
や仮設への移住の支援、⑤避難所自治会活動
の支援、である。
　死亡や発病を減らすために必要なことは、
①発病しやすい人の把握：要介護老人や障害
者や基礎疾患を持っている方々のリスト作り
と把握。保健師や専門ボランティアの役割が
大きい。②避難生活のリスク因子を減らす：
最も重要なのは、（ⅰ）感染症対策である。
ことに冬季のインフルエンザ対策が必須であ
る。その他、ノロウイルス、食中毒などへの
対策も要する。（ⅱ）震災ストレスの軽減策、

（ⅲ）居住環境（温度・粉塵など）の改善、
などがあげられる。

（2）冬季インフルエンザ対策
　阪神大震災の関連死のかなりの部分は、イ
ンフル関連と考えられた。冬季の避難生活で、
死亡に最も直結する要因はインフルエンザで
ある。インフルが流行していなくても、イン
フル流行を想定した対策が必要である。
　インフルは、基本的には空気感染しない。
飛沫感染と接触感染を通じて伝搬する。また、
慢性呼吸器疾患（気管支喘息や慢性閉塞性肺
疾患や肺結核後遺症など）の人ほど、感染
すると重症化しやすいので、フォローを要す
る。
　以下に、避難所におけるインフル対策を述
べる。
①咳エチケット：飛沫感染への対策の基本は

咳エチケットの励行である（図6）。咳や
くしゃみが出る時にはティッシュなどで口



図7　ストレスと人体の反応
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や鼻を覆うこと。ティッシュが無いときは
手ではなく肘で被う。手で被うと手にウイ
ルスがつき、他人に感染させやすくなる。
症状のある人は外出だけでなく、避難所に
いる時にもマスク着用が必要である。

②インフルに感染した場合：重症化の傾向が
見られたり重症の場合は、速やかに入院さ
せる。死亡例の 3 分の 2 では、発症後 1～
2 日で入院を要しているので注意が必要で
ある。重症でなくても、脱水になったり、
基礎疾患（喘息など）の悪化などが認めら
れた場合も入院が必要である。しかし、一
般的に軽症であれば入院の適応はない。可
能であるなら自宅へ戻っていただく（フォ
ローが必要）が、無理なら避難所でマスク
着用のもと、出歩かずに安静を保つ。他の
人と 1m の間隔をあける。鼻をかんだり痰
を出した後はナイロン袋に捨てる。捨てた
後は、可能なら手指消毒用アルコールで手
洗いする。解熱後 2 日経てば、外出可能で
ある。単身者なら、避難所でインフル患者
専用のスペースに移動してもらってもよい。
家族で避難している場合は、すでに他の家
族に感染しているかもしれない（インフル
の潜伏期は 1～5 日、平均 3 日）ので、家
族と共に過ごして頂く。家族もマスク着用
が必要である。

③インフル非感染者：手洗いの励行。石けん
を使って 15 秒間手洗いする。マスク着用

であるが、換気されている環境なら、健康
者の場合は基本的には不要である。うがい
は効果がない。うがいで鼻道は洗えない。
またインフルウイルスは 30 分で上気道粘
膜より侵入するが、30 分毎のうがいは実
行不可能である。

④環境衛生対策：（a）パーティション設置　
冬季は、可能なら家族単位でスペースを区
切る。（b）ドアノブ、手すり、テーブル
など、何度も触れる部分は 1 日数回、消毒
用エタノールで湿らせたタオルで拭くか、
水拭きする。（c）適切な空調　低温（15～
18℃以下）、乾燥（湿度 40％ 以下）は、咽
頭粘膜の抵抗力を低下させる。乾燥対策は
難しいかもしれないが、少なくとも暖房が
必要。しかし、定期的に換気を行うこと。

⑤ワクチン接種：健康な高齢者に対するワク
チン接種は、非接種者と比較して約 45％
の発病と 80％ の死亡を減少させる効果が
ある22）とされている。罹患すると死亡率
の高い高齢層に対し、積極的にインフル接
種を進める必要がある。

（3）ストレス緩和対策
　人体は、変動する外環境に合わせて、調節
系（自律神経系・内分泌系・免疫系）を介し
て内環境を変動させ、適応している。外環境
の変化（ストレス）が生じると、交感神経系
を刺激したり副腎皮質ホルモンを分泌してエ



図8　ストレス緩和策
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ネルギー供給を増やす。また、凝固系は亢進
して、活動中に怪我をしてもすぐ止血できる
ように働く（図7）。
　危機が去れば、副交感神経系がブレーキを
かけ、元に戻す。しかしあまりにストレスが
強すぎると、調節系は過剰反応を起こして血
管は血栓で詰まってしまう。これが過大スト
レス時の心筋梗塞や脳梗塞（あるいは脳出
血）である。
　震災後は地震（と余震）による恐怖や、自
宅倒壊や肉親の死亡などによる喪失感情、過
酷な避難生活などが被災者に大きなストレス
を加える。調節系が過剰反応して循環器疾患
を発症しやすい23）。
　調節系の過剰反応を軽減するために、様々
なストレス緩和策をとる必要がある。また、
脱水に傾きがちな体内水分の補給に努める。
　被災者全員にストレスがかかるが、発症に
至るのは一部の人たちである。後期高齢者・
障害者や心筋梗塞や脳卒中の既往者や透析患
者などの人は、殊に循環器の予備能が低く、
合併症を起こしやすい。
　高リスクの人たちの把握とフォローが、被

災者の死亡率を効率的に下げるうえで重要で
ある。高リスク者は、避難所ではなく、（普
段より孤立している場合などは）自宅や車中
で避難を続けていることも少なくない。対象
を避難所だけに限定してはならない。
　また、発症していなくても、避難生活で衰
弱の傾向が見られたら、早く入院あるいは施
設へ保護すべきである。透析の患者さんは医
療機器に頼っており、すぐ被災地外の病院な
どへ転院させるべきである。

（4）ストレス緩和策（図8）
［恐怖・喪失感情の緩和］
①孤立しない：強すぎる感情を緩和するため

には、孤立しないことである。1 人でいる
より 2 人のほうが、恐怖心は 2 分の 1 に減
る。3 人なら 3 分の 1 になる。発災後、速
やかに避難所等へ誘導すること。地域に耐
震性の高い公的建物が配置されていること
が前提である。また、発災早期の安否確認
は、孤立し恐怖におののく被災者を安心さ
せる。

②休息、睡眠：次に、感情を休ませることで



図9　車中泊と避難所の死亡率
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ある。直後は地震の恐怖と喪失感で憔悴し
ている人も多い。また、避難や家の片づけ
などで著しく多忙となり、心身共に疲れ切
った状態である。休息が最も求められる時
であるが、夜間睡眠を含め、じっくり休息
できる環境にはない。また、震災時の心脳
血管疾患は、夜間から早朝に起こりやす
い24）。不十分な夜間睡眠が日内リズムを乱
し、負荷を加重するからである。最も重要
な点は、夜間の睡眠確保である。（冬季な
ら）できるだけ暖かくし、足を伸ばして寝
ることである。しかし、心身が落ち着いて
いないと眠りに入れない。日中の避難生活
においても、就寝に向けて様々なストレス
緩和策がとられるべきであるが、呆然とし
て身体を動かさなくなっている人もいる。
虚弱高齢者は避難生活で一気に廃用症候群
が進むことも少なくない。みんなで体操、
だけでなく、早期に介護保険サービスを再
開し、利用していただくことである。

③救援・救護活動：救援や医療班が来ると、
さらに感情は休まる。できるだけ早く救援
部隊を現地に入れること。早く水・食料・

物資を供給すること。自衛隊の役割が大き
い。医療班は、避難所にいるだけで安心を
与える。基幹病院の耐震性の確保が必須。
ボランティアの支援も被災者を安心させる

（支援者の温かい美味しい豚汁は、胃と心
を和ませる）。

④情報伝達：情報を得ることにより見通しが
つき、理性が恐れを緩和する。不安は感情
を増幅する。情報源としては、行政だけで
なくマスコミの役割が大きい。被災地に共
感しつつ全国へ報道することは、被災者を
安心させるだろう。

［血液凝固の抑制（血液粘度の低下）］
　脱水は、血液凝固を促進させる。水ととも
にトイレが重要。水道が止まると、水洗トイ
レはすぐ詰まってしまう。トイレを使わない
ようにと、水・食料を摂らない老人は少なく
ない。トイレの横に水を貯めたバケツを置き、
使用後に流すようにする等の工夫が必要。あ
るいは簡易トイレを設置する。

（5）車中避難者への対策
　中越地震では、住宅密集地でなかったり、
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全半壊の家が少なかったため、車中泊を選択
する人が多かった。長岡造形大学の澤田雅浩
らは、中越地震被災地 7 カ所（小千谷市 5 地
区、長岡市 2 地区）で、避難場所の多様性に
ついて経時的に調査25）した。それによると、
震災初日に約 50％ の人が車中避難を選んで
いた。2、3 日目で 30～20％、4 日目以降で
も約 10％ の人が車中泊を続けた。
　避難所と比較すると車中泊の死亡率は、発
災後2、3日目では両者に有意差はなかったが、
4 日目以降では車中泊の死亡率が有意に高か
った（図9）。セダン、軽四輪車での車中泊
は夜間睡眠を確保しにくい。ストレスを蓄積
してしまう可能性が高い。ことに 4～5 日以
上車中泊を続けるのは危険と思われる。
　ただし、車中泊自体が健康を害するという
よりは、4 日目以降も避難所や自宅に戻らず
に車中泊を続けざるを得なかったのは、高リ
スクの人たちであったために死亡率が高くな
ったのではないかと、私は考えている。21
世紀は孤立の時代であるので、その条件があ
れば車中泊を「選択」する人は少なくないと
思われる。車中避難者へもフォローが必要で
ある。

（6）要約
　当院は神戸市新型インフルエンザ対策協力
病院であり、5 月 16 日の国内発症当初から
インフル対策に関わってきた。11 月にピー
クを迎えているが。この半年間は驚きと疑問
の連続であった。最もインパクトが大きかっ
たのは、インフル関連死についてである。
　インフルは平均で年間 1 万人の死者を出し
ている最大の感染症である。毎年の死亡数を、
インフル流行がない場合の推計死者数を引き
算して求める「超過死亡」に相当する。死亡

診断書で記載されるインフルエンザ（インフ
ル直接死）は年平均 1,000 人であるので、1
万人の 9 割は、インフル感染がきっかけとな
り衰弱し、持病が悪化して亡くなっていく高
齢者の「インフルエンザ関連死」である。
1994～1995 年の超過死亡は 2.7 万人と多かっ
たが、阪神大震災の時期に一致していた。
　阪神大震災は、高齢社会になって初めて日
本が遭遇した大地震であるが、震災関連死が
クローズアップされた。神戸市は 670 人の災
害弔慰金を追加認定したが、人口動態の推計
からも平均で 830 人以上の「余分な死亡」を
証明できた。
　一方、インフルの超過死亡を神戸市人口に
当てはめると 324 人であった。余分な死亡の
39％ を占めるが、インフル関連死は被災地
ではさらに増幅すると考えられる。余分な死
亡は、震災よりインフルの方が影響を与えて
いた可能性があると思われる。
　震災後、被災者の死亡や発病を減らすため
に、最も重要なのは感染症対策である。こと
に冬季には、インフルエンザ対策が最優先さ
れるべきである。
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